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１. 会社の概況 

① 商号、許可年月日等 

商号又は名称 今 村 証 券 株 式 会 社 

代 表 者 氏 名 代表取締役社長 今 村 九 治 

所 在 地 石川県金沢市十間町 25 番地 

電 話 番 号 076-263-5222㈹ 

許 可 年 月 日 平成 23 年１月１日 

加 入 協 会 名   日本商品先物取引協会 

日本商品委託者保護基金 

会 社 の 沿 革 
年    月 沿        革 

大正 10 年 3 月 今村直治商店を創業 

昭和 19 年 7 月 企業整備法に基づき志鷹吉蔵商店、藤井外治商店、小島喜四郎商店を統合

して今村証券株式会社を設立 

昭和 23 年 10 月 証券取引法に基づき証券業者として登録 

昭和 26 年 5 月 七尾出張所を開設（平成 16 年 7 月七尾支店） 

昭和 40 年 12 月 小松証券(株)を吸収合併、小松支店を開設 

昭和 43 年 4 月 改正証券取引法に基づく免許取得 

昭和 53 年 4 月 砺波営業所を開設（平成 17 年 10 月 砺波支店） 

昭和 55 年 9 月 加賀営業所を開設（平成 8年 7月 加賀支店） 

昭和 58 年 9 月 福井営業所を開設（昭和 63 年 7 月 福井支店） 

昭和 61 年 9 月 新湊営業所を開設（平成 17 年 10 月移転 高岡支店） 

昭和 62 年 9 月 弥生営業所を開設（平成 8 年 7 月 弥生支店） 

平成 2 年 5 月 板垣営業所を開設（平成 16 年 7 月 板垣支店） 

平成 10 年 12 月 証券取引法の改正に基づく登録（北陸財務局長（証）第１号） 

平成 11 年 12 月 

農林水産大臣及び通商産業大臣より、東京穀物商品取引所農産物市場・砂糖

市場、東京工業品取引所貴金属市場・ゴム市場・アルミニウム市場・石油市場の

商品取引員の許可を受ける 

平成 15 年 6 月 資本金を５億円に増資 

平成 19 年 9 月 
金融商品取引法の規定に基づく金融商品取引業者の登録 

（北陸財務局長（金商）第３号） 

平成 23 年 1 月 
商品先物取引法の規定に基づく商品先物取引業者の許可 

（農林水産省指令 22 総合第 1351 号 平成 22・12・22 商第６号） 
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② 事業の内容 

(1) 経営組織 
当社の経営組織は次のとおりです。（平成 23 年３月 31 日現在） 
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(2) 業務の内容 
(a) 商品先物取引法の規定に基づく業務 

イ. 国内商品市場取引に係る業務 
当社は、商品先物取引法第 190 条第１項に基づき、商品市場における取引の委託の取次

業務を行うことのできる商品先物取引業者として、農林水産大臣及び経済産業大臣により

商品先物取引業の許可を受けております。（許可番号：農林水産省「指令 22 総合第 1351

号」、経済産業省「平成 22･12･22 商第６号」） 

なお、当社は、商品取引所における取引注文の執行をドットコモディティ株式会社に委

託しており、当社で取引できる商品は以下のとおりであります。 

取引所名 当社における取扱商品 

㈱ 東 京 工 業 品 取 引 所
金、金ミニ、銀、白金、白金ミニ、パラジウム、ゴム、

ガソリン、灯油、原油、軽油、アルミニウム 

㈱ 東 京 穀 物 商 品 取 引 所
一般大豆、Non-GMO 大豆、小豆、とうもろこし、アラビ

カコーヒー生豆、ロブスタコーヒー生豆、粗糖 

ロ. 外国商品市場取引に係る業務 
該当事項はありません。 

ハ. 店頭商品デリバティブ取引に係る業務 
該当事項はありません。 

ニ. 国内商品市場における取引を行う業務 
自己の計算において国内商品市場における取引を行う業務であります。当社は、当該自

己売買業務を行っておりません。 

(b) その他の業務 

イ. 金融商品取引業(金融商品取引法第２条第８項) 

ロ. 金融商品取引業付随業務(金融商品取引法第 35 条第１項) 

ハ. その他業務(金融商品取引法第 35 条第２項及び第４項) 

ⅰ)  金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

ⅱ)  保険業法に規定する保険募集 
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③ 営業所の状況 

名 称 所 在 地 電 話 番 号 

本 店 
〒920-0906 
石川県金沢市十間町 25 番地 0 7 6 - 2 6 3 - 5 1 1 1

小 松 支 店 
〒923-0864 

石川県小松市有明町 22 番地 0 7 6 1 - 2 3 - 1 5 2 5

弥 生 支 店 
〒921-8036 

石川県金沢市弥生二丁目４番 12 号 0 7 6 - 2 4 2 - 2 1 2 2

加 賀 支 店 
〒922-0842 

石川県加賀市熊坂町イ 133 番地の９ 0 7 6 1 - 7 3 - 3 1 3 3

七 尾 支 店 
〒926-0046 

石川県七尾市神明町ロ２番地 10 0 7 6 7 - 5 2 - 3 1 2 2

福 井 支 店 
〒910-0067 

福井県福井市新田塚一丁目 80 番 36 号 0 7 7 6 - 2 2 - 6 6 4 4

板 垣 支 店 
〒918-8104 

福井県福井市板垣五丁目 1010 番地 0 7 7 6 - 3 4 - 6 9 9 6

高 岡 支 店 
〒933-0045 

富山県高岡市本丸町 13 番７号 0 7 6 6 - 2 6 - 1 7 7 0

砺 波 支 店 
〒939-1368 

富山県砺波市本町６番 28 号 0 7 6 3 - 3 3 - 2 1 3 1
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④ 財務の概要 

決算年月 平成 23 年３月期 

(a) 資本金 500,000 千円 

(b) 営業収益 1,883,955 千円 

(c) 受取委託手数料 3,719 千円 

(d) トレーディング損益 12,167 千円 

(e) 経常損益 2,375 千円 

(f) 当期純損益 △3,296 千円 

(g) 純資産規制比率 794.8 ％ 

 

⑤ 発行済株式総数 

発行済株式の総数 2,085,000 株 （平成 23 年３月 31 日現在） 

(注) 当社の株式は非上場であります。 

⑥ 上位 10 名までの株主の氏名等 

氏 名 又 は 名 称 保 有 株 式 数 議 決 権 割 合 

今村 直喜 476,400 株 22.93 ％ 

今村 九治 458,470 株 22.07 ％ 

今村コンピューターサービス㈱ 250,020 株 12.04 ％ 

今村不動産㈱ 227,640 株 10.93 ％ 

今村証券社員持株会 201,960 株 9.68 ％ 

今村 和子 101,520 株 4.86 ％ 

今村 千加子 67,200 株 3.22 ％ 

米田 信昭 46,130 株 2.21 ％ 

松木 芳男 35,340 株 1.68 ％ 

谷口 文平 35,040 株 1.68 ％ 

合計    10 名 1,899,720 株 91.37 ％ 
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⑦ 役員の状況 

役 職 名 氏 名 
代 表 権 

の 有 無 

常勤・非常勤

の別 

取締役社長 今村  九治 有 常勤 

取締役副社長 谷本  憲三郎 無 常勤 

常務取締役管理本部長 吉田 栄一 無 常勤 

取締役営業本部長 寺下 清隆 無 常勤 

取締役検査部長 松本  幹生 無 常勤 

取締役総務部長 大崎  憲一 無 常勤 

取締役営業業務部長 宮田  秀夫 無 常勤 

監査役 藤井  由治 無 常勤 

監査役 中島  史雄 無 非常勤 

監査役 中村  善宏 無 非常勤 

(注) 監査役中島史雄及び中村善宏は、会社法第２条第 16 号に定める社外監査役であ

ります。 

⑧ 役員及び使用人の数 

 
 役員 

うち非常勤 
使用人 合計 

総数  10 名 2 名 161 名  171 名 

 うち外務員 （3名） （－名） （111 名） （114 名）
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２. 営業の状況 

① 営業の経過及び成果 

当社は、取次商品先物取引業者であり、取次先の受託会員名はドットコモディティ株式会社でありま

す。取扱う上場商品は、東京工業品取引所の金（金ミニ含む）銀、白金（白金ミニ含む）、パラジウム、

ゴム、アルミ、ガソリン、灯油、軽油及び原油、東京穀物商品取引所の一般大豆、Non-GMO 大豆、小豆、

とうもろこし、アラビカコーヒー生豆、ロブスタコーヒー生豆及び粗糖であります。 

商品先物取引においては対面営業のみを行っており、インターネット取引は行っておりません。

また、自己売買業務は行っておりません。 

当該事業年度の業務概況は、商品先物取引受取手数料が前期比で 1,659 千円増加し、3,719 千

円となりました。委託売買高については 1,091 枚増加し、1,481 枚となりました。前述のとおり

当社は商品先物取引の自己売買業務を行っておりませんので、売買損益部門の実績はありません。

商品先物取引顧客は４名増え、期末は 39 名となりました。 

なお、当期の当社の営業収益は 18 億 83 百万円(前期比 3.8％減)、純営業収益は 18 億 65 百万円(前

期比 3.4％減)、経常利益は２百万円(前期比 97.6％減)、当期純損失は３百万円(前期は 43 百万円の利

益)となりました。 

(1) 受取手数料部門 
(a) 国内商品市場取引 

商品先物取引受取手数料は、前期比で 1,659 千円増加し、3,719 千円となりました。委

託売買高については前期比 1,091 枚増加し 1,481 枚となりました。 
(b) 外国商品市場取引 

該当事項はありません。 
(c) 店頭商品デリバティブ取引 

該当事項はありません。 
(2) トレーディング部門 

(a) 国内商品市場取引 
該当事項はありません。 

(b) 外国商品市場取引 

該当事項はありません。 
(c) 店頭商品デリバティブ取引 

該当事項はありません。 
(3) 金融商品取引業務部門 

当社は、主な業務として金融商品取引業を営んでおり、金融商品取引業における兼業業務と

して商品先物取引業を営んでおります。 

当社の当事業年度における業績の主な内訳は、次のとおりであります。 
(a) 受入手数料 

当期の受入手数料の合計は 18億 18百万円(前期比 3.4％減)となりました。 
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イ 委託手数料 

株券に係る委託手数料は株式売買の推進に注力したものの、７億49百万円（前期比14.1

％減）となりました。債券や受益証券を含めた委託手数料の合計は、７億53百万円（前期比

14.2％減）となりました。 

ロ 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は、他社株転換条項付社債や外貨

建債券の販売による手数料がやや減少したことから６億76百万円（前期比5.5％減）となり

ました。 

ハ 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、受益証券の募集の取扱高が

増加したこと等により１億11百万円（前期比190.6％増）となりました。 

ニ その他の受入手数料 

その他の受入手数料は、外貨建債券等の販売等による外国為替手数料の増加等により、 

２億77百万円（前期比10.4％増）となりました。 
商品別の受入手数料の内訳は次のとおりです。  

 

 

           期     別 

区     分 

第 71 期 

(自 平成 21 年４月１日 

至 平成 22 年３月 31 日) 

第 72 期 

(自 平成 22 年４月１日 

至 平成 23 年３月 31 日) 

 

 

 

   株          式 

      千円       構成比％ 

    878,289     ( 46.6) 

      千円       構成比％ 

    763,801     ( 42.0) 

    債     券     716,290     ( 38.1)     668,471     ( 36.8) 

    投  資  信  託      74,647     (  4.0)     157,973     (  8.7) 

    そ    の    他     213,217     ( 11.3)     227,801     ( 12.5) 

    合          計   1,882,444     (100.0)   1,818,048     (100.0) 

(注) 商品先物取引業務の受入手数料につきましては、｢その他｣に含まれております。 
 

(b) トレーディング損益 
トレーディング損益は、12百万円(前期比37.8％減)となりました。 

(c) 金融収支 
金融収益は信用取引資産の減少等により 53 百万円(前期比 4.6％減)、金融費用は信用取引

負債の減少等により 18 百万円(前期比 31.7％減)となった結果、差し引き金融収支は 35 百万

円(前期比21.0％増)となりました。 

(d) 販売費・一般管理費 
取引関係費及び人件費の増加等により、販売費・一般管理費は18億65百万円(前期比1.8％

増)となりました。 
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② 取引開始基準 

当社は、社内規程として、「商品先物取引に関する規則」を定めており、当該規則において以下の

とおりの取引開始基準を設けております。 

取引開始基準 

当社は、次に定める基準に適合した顧客との間で商品先物取引を行うものとする。 

(1) 先物取引等リスク度の高い取引について相当の知識と経験があり、取引の仕組み等を十分理解

していること。 

(2) 当該顧客について、所定の本人確認が行われていること。 

(3) 商品先物取引不適格者に該当しないこと。 

(4) 北陸３県在住者に限ること。 

(5) 当社預り資産又は当初取引証拠金見込額が時価 200 万円以上あること。 

(6) 委託者情報照会制度による照会を行い、問題がないこと。 

(7) その他当社が定める事項 

（注）当社は、次の各号の一に該当する者に対しては、商品先物取引の不適格者として委託の勧誘

及び受託を一切行わないものとしております。 

(1) 未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者及び認知障害

の認められる者 

(2) 生活保護法による保護を受けている世帯に属する者 

(3) 破産者で復権を得ない者 

(4) 商品先物取引を行うために借入れを行おうとする者 

(5) 元本欠損又は元本を上回る損失が生ずるおそれのある取引をしたくない者 

(6) 取引開始時点において 70 歳以上の高齢者 

③ 顧客数 

顧客数  39 名（平成 23 年３月 31 日現在） 
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３. 経理の状況 

① 貸借対照表 

第 72 期 貸借対照表（平成 23 年３月 31 日現在） 
（単位：千円）

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 6,632,780 流動負債 4,007,051

現金・預金 1,436,171 トレーディング商品 47

預託金 2,264,589 デリバティブ取引 47

顧客分別金信託 2,200,000 信用取引負債 1,574,320

金融商品取引責任準備預託金 13,640 信用取引借入金 1,508,127

その他の預託金 50,948 信用取引貸証券受入金 66,193

約定見返勘定 13,910 預り金 1,824,401

信用取引資産 2,557,238 顧客からの預り金 1,512,020

信用取引貸付金 2,524,043 その他の預り金 312,381

信用取引借証券担保金 33,195 受入保証金 438,848

短期差入保証金 225,343 未払金 19,907

信用取引差入保証金 35,000 未払費用 22,382

先物取引差入保証金 125,584 リース債務 3,705

その他の差入保証金 64,758 未払法人税等 4,666

前払費用 13,593 賞与引当金 118,770

未収収益 41,644 固定負債 412,363

繰延税金資産 50,257 退職給付引当金 88,211

その他の流動資産 30,748 役員退職慰労引当金 270,353

貸倒引当金 △ 716 繰延税金負債 26,264

固定資産 2,324,304 リース債務 10,824

有形固定資産 1,798,447 資産除去債務 16,708

建物 1,035,456 特別法上の準備金 9,412

器具備品 88,581 金融商品取引責任準備金 8,463

土地 660,571 商品取引責任準備金 949

リース資産 13,838 負債合計 4,428,827

無形固定資産 106,295 純資産の部 

借地権 31,740 株主資本 4,417,777

ソフトウエア 29,116 資本金 500,000

電話加入権 9,438 利益剰余金 3,917,777

その他 36,000 利益準備金 125,000

投資その他の資産 419,561 その他利益剰余金 3,792,777

投資有価証券 381,626 別途積立金 3,530,000

長期差入保証金 7,821 繰越利益剰余金 262,777

長期貸付金 6,532 評価・換算差額等 110,480

長期前払費用 930 その他有価証券評価差額金 110,480

その他投資等 22,654 純資産合計 4,528,257

貸倒引当金 △ 3  

資産合計 8,957,085 負債・純資産合計 8,957,085
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② 損益計算書 

第 72 期 損益計算書 
（自平成 22 年４月１日 至平成 23 年３月 31 日） 

 （単位：千円）

 科目 金額 

営業収益  

受入手数料  

委託手数料 753,036 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 676,091 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 111,672 

その他の受入手数料 277,249 1,818,048

トレーディング損益  

株券等トレーディング損益 5,210 

債券等トレーディング損益 2,704 

その他のトレーディング損益 4,252 12,167

金融収益  53,739

営業収益計  1,883,955

金融費用  18,700

純営業収益  1,865,254

販売費・一般管理費  

取引関係費 165,459 

人件費 1,337,804 

不動産関係費 80,981 

事務費 37,024 

減価償却費 123,638 

租税公課 29,157 

貸倒引当金繰入 89 

その他 91,780 1,865,937

営業損失  △ 682

営業外収益  3,095

営業外費用  38

経常利益  2,375

特別利益  

固定資産売却益 6 

投資有価証券売却益 1,388 

金融商品取引責任準備金戻入益 5,177 6,572

特別損失  

投資有価証券評価損 1,902 

固定資産除売却損 1,628 

商品取引責任準備金繰入額 6 

資産除去債務会計基準適用に伴う影響額 4,080 7,618

税引前当期純利益  1,328

法人税、住民税及び事業税 1,859 

法人税等還付税額 △ 5,158 

法人税等調整額 7,924 4,625

当期純損失  △ 3,296
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③ 株主資本等変動計算書 

第 72 期 株主資本等変動計算書 
（自平成 22 年４月１日 至平成 23 年３月 31 日） 

 （単位：千円）

株主資本 
評価・換算 

差 額 等 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 利 益 

準備金 別 途 

積立金 

繰越利益

剰 余 金

株主資本

合  計

その他有価証券 

評 価 差 額 金 

純資産合計 

平成 22 年３月 31 日残高 
500,000 125,000 3,530,000 271,286 4,426,286 136,324 4,562,610

当 事 業 年 度 変 動 額 
  

剰 余 金 の 配 当  
△ 5,212 △ 5,212  △ 5,212

当 期 純 損 失 （ △ ）  
△ 3,296 △ 3,296  △ 3,296

株主資本以外の項目の当

事業年度変動額（純額） 
 

△ 25,843 △ 25,843

当事業年度変動額合計 
－ － － △ 8,508 △ 8,508 △ 25,843 △ 34,352

平成 23 年３月 31 日残高 
500,000 125,000 3,530,000 262,777 4,417,777 110,480 4,528,257
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④ 個別注記表 

個 別 注 記 表  
 

 当社の貸借対照表及び損益計算書は、「会社計算規則」（平成 18 年２月７日法務省令第 13 号）の規定

のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年８月６日内閣府令第 52 号）、及び「有価証

券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して

作成しております。 

  また、記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

１）トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券等） 

時価法を採用しております。 

２）トレーディング商品に属さない有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価をもって貸借対照表価

額とし、評価差額は全部純資産直入法によって処理し、

売却原価は移動平均法によって算定しております。 

時価を把握することが極めて

困難と認められるもの 

移動平均法による原価法によっております。 

３）デリバティブ取引 

時価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 ８年～39 年  器具備品 ３年～20 年 

２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

２）賞与引当金 

従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。 

３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会
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計士協会会計制度委員会報告第 13 号）に定める簡便法に基づき、給与規程に基づく期末自己都

合要支給額から年金資産残高を控除した額を計上しております。 

４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 

５）金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の５第１項に基づき、金融商品取

引業等に関する内閣府令第 175 条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

６）商品取引責任準備金 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第 221 条第１項に基づき同施行規

則第 111 条に定める額を計上しております。 

４．消費税等の会計処理 

税抜方式によっており、控除対象外の消費税等については、販売費・一般管理費に計上しておりま

す。 

５．重要な会計方針の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20

年３月 31 日)を適用しております。これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益はそれぞれ

927 千円、税引前当期純利益は 5,008 千円減少しております。 

 

 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

１．有形固定資産の減価償却累計額          1,038,817千円 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

１）担保に供している資産 

信用取引借入金の担保として、投資有価証券 12,080 千円、取引所等の信認金、保証金及び清

算基金の代用として投資有価証券 306,320 千円を差入れております。 

上記のほか、信用取引借入金の担保として、保管有価証券 695,373 千円、証券先物取引証拠金

の担保として保管有価証券 216,303 千円を差入れております。 

２）担保に係る債務 

信用取引借入金  1,508,127 千円 

３．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項 

金融商品取引責任準備金   金融商品取引法第 46 条の５第１項 

商品先物取引責任準備金 商品先物取引法第 221 条第１項 

４．当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金はありません。 

当座貸越極度額の総額  4,500,000 千円 

 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．発行済株式に関する事項 

当事業年度末における発行済株式の種類及び数 

 普通株式  2,085,000株 



 15

２．配当に関する事項 

１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円） 

1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 5,212 ２円50銭 平成22年３月31日 平成22年６月28日

２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

（繰延税金資産） 

１）流動資産 

賞与引当金 48,018千円

その他 2,238千円

小計 50,257千円

２）固定資産 

金融商品取引責任準備金 3,421千円

減価償却超過額 7,155千円

退職給付引当金 35,664千円

役員退職慰労引当金 109,304千円

資産除去債務 6,755千円

その他 1,557千円

評価性引当額 △110,409千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △53,449千円

小計 －千円

繰延税金資産合計 50,257千円

 

（繰延税金負債） 

３）固定負債 

その他有価証券評価差額金 74,982千円

有形固定資産（資産除去債務） 4,730千円

繰延税金資産（固定）との相殺 △53,449千円

繰延税金負債合計（固定） 26,264千円

 

 

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕 

 

リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。 

１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 器具備品 

取得価額相当額 31,102千円

減価償却累計額相当額 27,598千円

期末残高相当額 3,503千円
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２）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3,865千円

１年超 －千円

合計 3,865千円

３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 8,271千円

減価償却費相当額 7,382千円

支払利息相当額 352千円

４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

５）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分法につい

ては、利息法によっております。 

 

 

〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

a.金融商品に対する取組方針 

当社が行う主要な金融商品の取扱業務は、有価証券の売買、取引所金融商品市場における有価

証券の売買等の委託の媒介取次又は代理、有価証券の引受け、有価証券の売出し、有価証券の募

集又は売出しの取扱いであります。当社は、金融機関等からの借入れは、信用取引にかかる借入

れ及び一時的な資金繰りに必要な借入れを除いて行わない方針であります。信用取引での顧客へ

の金銭等の貸付は、証券金融会社や他の金融商品取引業者から借り入れる他、自己資金を充てて

います。有価証券の引受け、募集又は私募、売出しでは、一時的にポジションが発生します。商

品有価証券等の売買は、短期売買を主とし、原則としてトレーディングポジションを保有しない

方針であります。投資有価証券は、配当等の獲得等の目的で長期保有方針であります。デリバティ

ブ取引（為替予約取引）は、顧客の外貨建有価証券取引に付随してのものであり、投機目的のた

めの取引は行わない方針であります。 

b.金融商品の内容及びリスク 

預託金は、金融商品取引法第 43 条の２の規定による顧客資産の分別管理に係る信託金、同第

43 条の３の規定による顧客資産の区分管理に係る信託金、金融商品取引責任準備預託金、商品取

引責任準備預託金であります。信用取引貸付金は、信用取引受入保証金や受入保証金代用有価証

券でカバーされていない部分について顧客の信用リスクに晒されております。なお、当社が取扱

う信用取引は、制度信用取引に限定しており、証券金融会社等から借り入れた資金等を貸し付け

ております。また、株式及び債券等の引受け、債券等の募集又は私募、株式及び債券等の売出し、

株式の売買により保有する商品有価証券及び投資有価証券は、発行体の信用リスク(他社株転換条

項付社債にあっては、転換対象株の発行会社の信用リスクを含む)及び金利の変更リスク、市場価

格の変動リスクに晒されております。デリバティブ取引（為替予約取引）は、外貨建て商品の売

買等で邦貨決済する場合に受渡日での代金を確定させるためのもので、為替の変動リスクに晒さ

れております。 

c.金融商品にかかるリスク管理体制 

当社は、市場リスク、取引先リスク、資金調達に係る流動性リスク等、業務運営に伴い発生す

る様々なリスクを管理する方法をリスク管理規程により定めております。市場リスク及び取引先

リスクについては、自己資本規制比率を所定の範囲に収めること等で管理を行っております。自

己資本規制比率について、経理部が毎日モニタリングを行い、所定の範囲に収まっていることを

確認し、毎日開催している常勤役員及び各部長が出席する幹部会で報告しております。資金調達

に係る流動性リスクについては、経理部長が日々幹部会に資金繰りの状況を報告しております。 
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① 市場リスク（保有する有価証券等における株価、為替及び金利等の変動リスク）の管理 

当社では、投資有価証券、商品有価証券等及びデリバティブ取引（為替予約取引）を主な管理

対象としております。自己資本規制比率を算定する際の標準的方式を用いて、市場リスク相当額

を算出した結果、平成 23 年３月 31 日現在で 46,070 千円となっております。投資有価証券につい

ては、取得又は売却の可否に関して、幹部会等で協議することにしております。商品有価証券等

（引受けに係るもの）については、別途、引受審査に関する規程等により発行体の財政状態及び

経営成績等について慎重に審査を行って可否を決定しております。商品有価証券等（ディーリン

グに係るもの）については、別途、ディーリング業務規程により、ディーリングの範囲、ポジショ

ンの上限、継続保有期間、ロスカットライン等を定め、注文発注端末には、ポジションの上限を

超える注文を抑止する機能を付加しております。また、ルールを超える場合は予め定められた範

囲内で管理本部長の承認を必要とし、その取引状況について内部管理部が検証しております。デ

リバティブ取引（為替予約取引）については、顧客の外貨建有価証券取引に付随したものに限定

し、社内ルールに従って行っております。 

② 取引先リスク（取引相手先の契約不履行に係るリスク）の管理 

当社では、信用取引貸付金を主な管理対象としております。信用取引については、別途、信用

取引管理規程により取引開始基準を定めるとともに、各種の建玉制限を設けております。また、

委託保証金率の維持率を定め、維持率を下回った場合には、追加保証金を請求するなどの対応を

定めております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

資金調達に係る流動性リスクについては、経理部長が日々幹部会に資金繰りの報告を行い、債

券の引受け等の大きな資金移動が重ならないよう売出期間を調整しております。また、株価の変

動による信用取引借入金の増減に対応するために、十分な当座貸越契約を銀行と締結しておりま

す。 

ｄ.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

該当事項はありません。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：千円） 

  
貸借対照表計上額

（＊） 
時価（＊） 差額 

 （1）現金・預金 1,436,171 1,436,171 － 

 （2）預託金 2,264,589 2,264,589 － 

 （3）信用取引資産 2,557,238   

 貸倒引当金 △620   

  2,556,618 2,556,618 － 

 （4）短期差入保証金 225,343 225,343 － 

 （5）投資有価証券 347,170 347,170 － 

 （6）信用取引負債 (     1,574,320) (     1,574,320) － 

 （7）預り金 (     1,824,401) (     1,824,401) － 

 （8）受入保証金 (       438,848) (       438,848) － 

 （9）デリバティブ取引 (            47) (            47) － 

（＊）負債に計上されているものについては（ ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金・預金、（2）預託金 

預金、預託金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。 



平成 26 年 6 月 27 日 
今村証券株式会社 

第 72 期決算訂正に関する件 

このたび、当社の第 72 期決算について以下のとおり訂正いたしました。 

訂正の概要は、投資有価証券による受取配当金について、従来は金額的重要性が乏しいことから営業

収益として計上しておりましたが、今般株式市況が活況となり、当社業容も拡大していることから、よ

り厳格な取扱いを行うこととし、営業外収益として計上することといたしました。なお、営業収益から

営業外収益への掲記箇所を訂正するものであり、当該訂正による第 72 期の純資産総額、当期純利益への

影響はございません。 

上記決算期の年次開示資料において訂正した部分は、以下のとおりであります。 

 

＜損益計算書＞ 

（下線部分変更 単位：千円） 

回次 第72期 

 訂正前A 訂正後B 差額B-A 

営業収益 1,883,955 1,876,806 △7,148

純営業収益 1,865,254 1,858,106 △7,148

販売費・一般管理費 1,865,937 1,865,937 －

営業損失(△) △682 △7,831 △7,148

営業外収益 3,095 10,244 7,148

営業外費用 38 38 －

経常利益 2,375 2,375 －

当期純損失(△) △3,296 △3,296 －

 

  



＜第 72 期年次開示資料＞ 

【訂正前】 

1. 会社の概況 

④ 財務の概要 

決算年月  平成 23 年 3 月期 

(b) 営業収益 1,883,955 千円 

2. 営業の状況 

①営業の経過及び成果 

（略） 

  なお、当期の当社の営業収益は18億83百万円(前期比3.8％減)、純営業収益は18億65百万円(前 

期比3.4％減)、経常利益は２百万円(前期比97.6％減)、当期純損失は３百万円(前期は43百万円の利 

益)となりました。 

 

（3）金融商品取引業務部門 

（略） 

(c)金融収支 

金融収益は信用取引資産の減少等により53百万円(前期比4.6％減)、金融費用は信用取引負債の減少等

により18百万円(前期比31.7％減)となった結果、差し引き金融収支は35百万円(前期比21.0％増)となり

ました。 

【訂正後】 

1. 会社の概況 

④ 財務の概要 

決算年月  平成 23 年 3 月期 

(b) 営業収益 1,876,806 千円 

2. 営業の状況 

①営業の経過及び成果 

（略） 

  なお、当期の当社の営業収益は18億76百万円(前期比3.8％減)、純営業収益は18億58百万円(前 

期比3.4％減)、経常利益は２百万円(前期比97.6％減)、当期純損失は３百万円(前期は43百万円の利 

益)となりました。 

 

（3）金融商品取引業務部門 

（略） 

(c)金融収支 

金融収益は信用取引資産の減少等により46百万円(前期比5.2％減)、金融費用は信用取引負債の減少等

により18百万円(前期比31.7％減)となった結果、差し引き金融収支は27百万円(前期比27.9％増)となり

ました。 
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（3）信用取引資産 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

なお、信用取引貸付金に対する貸倒引当金を控除しております。 

（4）短期差入保証金 

決算日に回収した場合の入金額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

（5）投資有価証券 

これらの時価は取引所の価格によっております。 

（6）信用取引負債 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

（7）預り金、（8）受入保証金 

決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

（9）デリバティブ取引 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 34,455 千円）は、市場価格がない又は実際の売買事例が極

めて少なく、時価を把握することが極めて困難とみられるため、「（5）投資有価証券」に含めておりま

せん。 

 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

関連当事者との取引に関しましては、重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

 

１株当たり純資産額 2,171 円 83 銭

１株当たり当期純損失 △1円 58 銭

 

 

 

⑤ 監査に関する事項 

このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記

表については、会社法に基づき会計監査人の監査を受けております。 
 



 

第 72 期損益計算書 
（自平成 22 年４月１日 至平成 23 年３月 31 日） 

  （単位：千円） 

 科目 金額 

営業収益     

 受入手数料     

  委託手数料 753,036   

引受け・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の手数料 676,091   

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧

誘等の取扱手数料 111,672   

  その他の受入手数料 277,249 1,818,048 

 トレーディング損益    

  株券等トレーディング損益 5,210   

  債券等トレーディング損益 2,704   

  その他のトレーディング損益 4,252 12,167 

 金融収益   46,590 

営業収益計   1,876,806 

金融費用   18,700 

純営業収益   1,858,106 

販売費・一般管理費     

 取引関係費 165,459  

 人件費 1,337,804  

 不動産関係費 80,981  

 事務費 37,024  

 減価償却費 123,638  

 租税公課 29,157  

 貸倒引当金繰入 89  

 その他 91,780 1,865,937 

営業損失   △7,831 

営業外収益   10,244 

営業外費用   38 

経常利益   2,375 

特別利益     

 固定資産売却益 6  

 投資有価証券売却益 1,388  

 金融商品取引責任準備金戻入益 5,177 6,572 

特別損失     

 投資有価証券評価損 1,902   

 固定資産除売却損 1,628   

 商品取引責任準備金繰入額 6  

 資産除去債務会計基準適用に伴う影響額 4,080 7,618 

税引前当期純利益   1,328 

法人税、住民税及び事業税 1,859  

法人税等還付税額 △5,158  

法人税等調整額 7,924 4,625 

当期純損失   △3,296 
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